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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 　
第24期

第３四半期連結
累計期間

第25期
第３四半期連結
累計期間

第24期
第３四半期連結
会計期間

第25期
第３四半期連結
会計期間

第24期

会計期間 　

自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成23年
　　１月１日
至　平成23年
　　９月30日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成23年
　　７月１日
至　平成23年
　　９月30日

自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　12月31日

売上高 (千円) 25,365,26223,608,3627,575,2178,243,16035,826,948

経常利益又は経常損失

(△) 
(千円) △612,799△1,385,188△843,192△933,064 991,042

四半期純損失(△)

又は当期純利益　　　　　　　　　

　

(千円)
△745,548△1,674,150△781,552△1,055,505603,465

純資産額 (千円) － － 11,143,32010,108,08312,603,545

総資産額 (千円) － － 22,872,31823,273,84524,822,514

１株当たり純資産額 (円) － － 86.83 83.32 98.25

１株当たり四半期純損失金

額(△)又は１株当たり当期

純利益金額

　

　

(円)

△5.59 △14.21 △6.16 △9.13 4.59

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額

　

(円)
－ － － － 4.38

自己資本比率 (％) － － 47.6 41.4 49.6

営業活動による

キャッシュ・フロー

　

(千円)
2,711,6102,433,778 － － 2,321,662

投資活動による

キャッシュ・フロー

　

(千円)
△563,008△371,787 － － △899,287

財務活動による

キャッシュ・フロー

　

(千円)
△2,571,590△1,043,062 － － △2,066,713

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高

　

(千円)
－ － 6,490,9267,125,1856,190,272

従業員数 (人) － － 2,257 2,325 2,201

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

  ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　３．第24期第３四半期連結累計(会計)期間及び第25期第３四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりませ

ん。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。 

　　

３【関係会社の状況】
当第３四半期連結会計期間において、Allied Telesis (Thailand) Co., Ltd.、ALLIED TELESIS SOLUÇÕES DE

REDE LTDA.及びAllied Telesis India Private Limitedを新たに設立いたしました。また、連結子会社であった

Corega Taiwan Inc.は清算結了しております。　

　

４【従業員の状況】

(１)連結会社の状況

 平成23年９月30日現在

従業員数（人） 2,325 　

　　　（注) １．従業員数は就業員数であります。

２．臨時従業員の総数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

 

(２)提出会社の状況

 平成23年９月30日現在

従業員数（人） 70 　

　　　（注) １．従業員数は就業員数であります。

２．臨時従業員の総数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　(１)生産実績

　　　当社グループにおける主要な生産は、製造コストが安価でインフラの整備されたシンガポール及び中国（広東省東莞

市）の自社工場で生産するほか、低価格製品を中心に東南アジアの工場へ生産委託しております。

　

　　　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）　

前年同四半期比(％)

日本　（千円） － －

米州　（千円） － －

EMEA（注）１　（千円） － －

アジア・オセアニア　（千円） 3,975,512 －

合計　（千円） 3,975,512 －

(注) １．ヨーロッパ、中東及びアフリカ。

        ２．金額は製造原価によっております。

　　　　３．金額には消費税等は含まれておりません。

　  

      当第３四半期連結会計期間における委託生産に伴う仕入高及び生産に伴う原材料・部品の仕入高の実績をセグメ

ントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）　

前年同四半期比(％)

日本　（千円） 653,465 －

米州　（千円） 269,674 －

EMEA（注）１　（千円） 148,313 －

アジア・オセアニア　（千円） 2,025,452 －

合計　（千円） 3,096,906 －

(注) １．ヨーロッパ、中東及びアフリカ。

　 　 　２．金額は仕入価額によっております。

　　　  ３．金額には消費税等は含まれておりません。

　 

　(２)受注実績

　　　当社グループの取扱品目は原則として全てが標準製品でありますので、個別受注生産は行わず、見込み生産を行って

おります。

　

　(３)販売実績

　　　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）　

前年同四半期比(％)

日本　（千円） 2,880,529 －

米州　（千円） 3,270,436 －

EMEA(注）１　（千円） 1,447,247 －

アジア・オセアニア　（千円） 644,947 －

合計　（千円） 8,243,160 －

　 (注) １．ヨーロッパ、中東及びアフリカ。

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
   至　平成22年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
    至　平成23年９月30日）  

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

Graybar Electric Co. Inc　－ － 1,867,68122.7

　　　　３．金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

 

(１)業績の状況

当第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日～９月30日）の経済情勢は、新興国においては引き続き成長が

見られたものの、先進国においては、欧州の債務危機を背景とした景気の下振れ懸念や、米国の財政政策の手詰ま

り感などによる景気回復の遅れなどから、景気後退色が鮮明になりつつあります。国内では震災からの復興に伴

い緩やかな回復基調にありましたが、欧米経済の減速懸念や円高の進行など、回復を鈍化させる不安材料を抱え

た状況で推移しました。

　このような環境下で、当社グループは、ネットワーク・ソリューション企業として、顧客ニーズに沿ったネット

ワークインフラの提供とサポートサービスの拡充を図ってまいりました。また、南米やアジアにおける販売拠点

の増設や、当社グループの海外ネットワークを活用した海外進出の日本企業への働きかけなど、拠点間での協力

体制を構築しつつ、アジア地域における販売の強化に努めてまいりました。

　

地域別の実績としては、日本では、全国25都市で開催したロードショーや、医療従事者を対象とした医療情報シ

ステム関連展示会への出展を通じて当社の製品やサービスの訴求を行ってまいりました。しかしながら、昨年好

調であった文教関連の受注が減少したことや、当期における通信事業者、医療機関及び公共交通機関など社会イ

ンフラ系案件の出荷分の一部が第４四半期に見込まれていることなどから、国内の売上高は前年同期を大きく下

回りました。

　米州では、セキュリティやヘルスケアに関する大型展示会などへの出展を通じて、当社製品のブランド訴求に努

めました。また、南米での営業強化のため、ブラジルに子会社を設立したほか、メキシコやアルゼンチンにおいて

も子会社設立の準備を進めております。実績としては、米国では州政府や軍関連の案件を獲得したほか、南米にお

ける通信インフラや医療ネットワーク案件を受注しました。また、ISP向けのトリプルプレイサービスの需要拡大

や、前期に引き続き、全国展開する大型ホームセンターへの出荷が増加したことなどから、売上高は前年同期を大

幅に上回りました。

EMEA（ヨーロッパ、中東及びアフリカ）では、ルーマニアにおいてテクニカルサポートセンターが本格稼動し

ました。しかし、ベネルックス三国、ロシア、トルコ及びルーマニアにおいては前年同期を上回る業績となった一

方、欧州全体に広がりつつある景気低迷の煽りから、スペイン、イタリア及びノルウェーの業績が下回りました。

これらに加え、急速な円高の影響もあり、円換算額でのEMEAの売上高は前年同期を大幅に下回りました。

アジア・オセアニアでは、拡大する受注に対応するため、タイ及びインドに子会社を設立いたしました。実績と

しては、ニュージーランド教育省主導の学校ネットワークとして、今期に加え今後２年間に渡り240校にも上る

ネットワーク更新案件を受注しました。また、マレーシアにおける通信事業者へのネットワーク工事、タイにおけ

る監視カメラソリューションの大型プロジェクト及び通信事業者への機器販売など、公共インフラ案件の受注が

拡大いたしました。その結果、当地域における売上高は前年同期を大きく上回りました。

　

この結果、当第３四半期連結会計期間における連結売上高は82億43百万円（前年同期比8.8％増）となりまし

た。しかしながら、グローバルビジネスの拡張と経営効率向上のためのインフラ整備などにより販売費及び一般

管理費が増加したことに加え、円高による為替差損が発生したこと、また、法人税の増加などにより、営業利益は

３億15百万円の損失（前年同期は４億39百万円の損失）、経常利益は９億33百万円の損失（前年同期は８億43百

万円の損失）、四半期純利益は10億55百万円の損失（前年同期は７億81百万円の損失）となりました。

　

　当社グループは、引き続きネットワーク・ソリューション営業を中心に、企業・自治体・医療・教育市場への展

開を進めるとともに、一層のシェア拡大と新規開拓に向けて営業力の強化に努めてまいります。

　　　

(２)財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は232億73百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億48百万円減

少いたしました。これは主に受取手形及び売掛金が34億61百万円減少した一方で、現金及び預金が８億34百万円、

商品及び製品が５億58百万円、仕掛品が１億24百万円、前払費用が３億31百万円増加したことなどによるもので

あります。負債合計は131億65百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億46百万円増加いたしました。これは主

に短期借入金が11億93百万円減少した一方で、１年内返済予定の長期借入金が４億86百万円、長期借入金が９億

71百万円、賞与引当金が５億25百万円増加したことなどによるものであります。純資産は101億８百万円となり、

前連結会計年度末に比べ24億95百万円減少いたしました。これは主に自己株式の消却により自己株式が29億83百

万円、資本剰余金が37億２百万円減少したこと、利益剰余金が21億82百万円減少したことなどによるものであり

ます。これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ8.2ポイント低下の41.4％となりました。
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(３)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の四半期末残高は71億25百万円となり、前第３四半

期連結会計期間末に比べ６億34百万円増加いたしました。

＜営業活動によるキャッシュ・フロ－＞

　　営業活動によるキャッシュ・フローは16億84百万円の収入となり、前第３四半期連結会計期間に比べ14億98百

万円増加しました。これは主に法人税等の支払額が増加した一方で、売上債権の減少額が増加したこと、たな卸

資産の増加額が減少したことによるものであります。

＜投資活動によるキャッシュ・フロ－＞

　　投資活動によるキャッシュ・フローは１億69百万円の支出となり、前第３四半期連結会計期間に比べ１億10百

万円減少しました。これは主に有形固定資産の取得による支出の減少によるものであります。

＜財務活動によるキャッシュ・フロ－＞

　　財務活動によるキャッシュ・フローは２億80百万円の支出となり、前第３四半期連結会計期間に比べ13億47百

万円減少しました。これは主に短期借入金の返済による支出、自己株式の取得による支出が減少したことによ

るものであります。　

　

(４)事業上及び財務上の対処すべき課題

   (当面の対処すべき課題) 

      当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

   (会社の支配に関する基本方針)

      当社は、平成21年７月31日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方

に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであ

ります。

　

(Ⅰ) 基本方針の内容の概要

    当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値

ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考

えています。

  　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案がなされた場合、その判断は最終的には株主全体の意思に基づき

行われるべきものと考えております。また、当社株式について大量買付がなされた場合であっても、これが当社

の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定するものではありませ

ん。しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式

の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情

報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を

必要とするもの等、大量買付の対象となる会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありませ

ん。

  　この点、当社の企業価値の源泉は、グループ各社の有する①ネットワーク機器業界のリーディングカンパニー

として創業以来蓄積してきた経験とノウハウ、高度な技術力に基づいた情報通信機器全般に関する総合力、②

急速かつ激しい技術革新に対応し、「高性能」「高品質」「高い信頼性」を保持しつつ「コストパフォーマン

ス」に優れた製品を安定的に供給することのできる研究開発力、③お客様の幅広いニーズにきめ細かく応える

ことのできる製品及びサービスの豊富さ、④世界に広がる多くの顧客及び取引先、パートナーとの長期的な友

好関係に基づく強固な信頼関係にあります。当社株式の買付けを行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解

し、これらを中長期的に確保し、向上させられる者でなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損

されることになります。

  　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗

措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

　

(Ⅱ) 取組みの具体的な内容の概要

  ①当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

      当社は、創業以来20年以上継続してきた「法人向けネットワーク機器」の開発・製造・販売の更なる拡充

と、サポート・サービスの充実を中心とした様々な施策を実行することで、当社の企業価値を向上させるこ

とに鋭意取り組んでおります。
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　 (ネットワーク機器事業)

      当社グループは、創業以来、世界21ヶ国に広がる販売拠点と業界随一の幅広い製品ラインアップにより、世

界でも有数のネットワーク機器総合メーカーとしての地位を築いてまいりました。常に機器メーカーとして

の原点に立ち返り、お客様のニーズをいち早く取り入れた技術的に優れた製品をタイミングよく開発・販売

することで主力製品の拡販を進めております。今後は、更なるサポート・サービスの充実と最適なITシステ

ム基盤構築を行うためのプロフェッショナルサービスの展開など幅広い事業戦略を推進し、より一層の安定

的な収益基盤の確保を目指してまいります。

   (IPトリプルプレイ事業)

      当社グループは、IPネットワーク上のマルチメディア化にいち早く注目し、IPトリプルプレイ事業の準備

（機器の開発、販売体制構築）に、戦略的開発投資を行ってまいりました。その結果、現在、世界各国のユー

ザーに真のIPトリプルプレイが提供され始めております。当社グループは、IPトリプルプレイ事業は、長期的

に成長が見込める市場であると考えており、今後も継続して投資を行ってまいります。

(ⅰ)NSP（ネットワーク・サービス・プロバイダー）

      当社グループは、欧米にて拡大しているIPトリプルプレイ市場にいち早く対応し投資を継続してお

り、機器の開発からサポート・サービス、コンサルティングまでワンストップで提供可能な体制を整え、

マーケットリーダーとしての地位を確立してまいりました。また、IPTV等新たなサービス需要に対して

は、大手インテグレーターとの強力なパートナーシップを背景に、営業力と商品力の両面の強化により

事業の拡大を図っております。

(ⅱ)IP-GSP（IPグローバル・サービス・プロバイダー）

    　IP-GSP事業は、大学や米軍基地など一定のエリアにおいて、インフラの敷設からIP電話、IPTV、その他

ネットワーク等、様々なサービスやコンテンツを提供する事業です。当社グループは、機器メーカーとし

ての範疇を超え、ネットワーク構築からそれを利用したサービス提供まで総合的に提供できる企業集団

としての体制を整えてきておりますが、今後もこの事業を拡大することにより、グローバルに展開して

いる企業へのビジネスゲートウェイとしての役割も担うことが可能となるとともに、サービスに応じた

収入を得るビジネスモデルに基づき、より安定した収益の確保につながる事業として強化してまいりま

す。

   (研究開発事業)

    　ネットワーク関連市場は世界的に製品開発が激化しており、絶え間なく技術革新が進んでおります。当社グ

ループは従来より売上高の一定割合を研究開発に投資するなど、先端技術の研究開発に取り組んでまいりま

した。ネットワーク関連機器の総合メーカーとしての地位を確保し、更なる成長を遂げるとともに企業価値

を向上させるためには、研究開発は欠かせない事業であり、今後も将来を見据えた活動を行ってまいります。

　

　②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

　の取組み

　当社は平成21年７月31日開催の取締役会において、上記のとおり、当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいます。）を定めるとともに、基本方針に照らし

て不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（会社

法施行規則第118条第３号ロ(２)）として、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下

「本プラン」といいます。）を導入いたしました。なお、本プランは、平成22年３月30日開催の当社第23回定

時株主総会において、有効期間の延長が承認されております。

　当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者として不適切であると考えています。本プランは、こうした不適切な者による当社の

企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに、当社株式に対する大量買付が行わ

れる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付に応じ

るべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を

可能とすることを目的としております。

　本プランは、当社株券等の20％以上を買付けしようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求め

る等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。

　買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会又は当社株主総会において本プランを発動しない旨が

決定された場合に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。
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　買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者

等による権利行使は原則として認められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引

換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権を、その時点の当社を除く全ての株主に

対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。本プランに従って新株予約権の無償割当てがなさ

れ、その行使又は当社による取得に伴って買収者以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収

者の有する当社の議決権割合は、最大50％まで希釈化される可能性があります。

　なお、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、取締役の恣

意的判断を排除するため、当社経営陣から独立した社外取締役等のみから構成される独立委員会を設置し、

その客観的な判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合に

は、株主総会を開催し、新株予約権の無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認することがありま

す。　

　③上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

　当社は、本プランは上記の基本方針に沿うものであり、また以下のような特段の配慮がされていることによ

り、当社の企業価値及び株主共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするも

のではないと考えております。

(ア)企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

　本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべき

か否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確

保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を確保することを目的として導入されるものです。　

(イ)買収防衛策に関する指針等の要件の充足

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保

・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を全て充足しています。

(ウ)株主意思の重視

　本プランの有効期間は、平成22年３月30日開催の当社第23回定時株主総会終結後３年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までの約３年間とするいわゆるサンセット

条項が付されており、かつ、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会において

本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは当該決議に従い廃止されることとなりま

す。その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。

(エ)独立性を有する社外取締役等の判断の重視及び第三者専門家の意見の取得

　本プランの発動に際しては、独立性を有する社外取締役等のみから構成される独立委員会による勧告

を必ず経ることとされています。さらに、独立委員会は、当社の費用において独立した第三者専門家等の

助言を受けることができるものとされており、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保

される仕組みとなっております。

(オ)合理的な客観的要件の設定　

　本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役

会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

(カ)デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

　本プランは、株券等を大量に買い付けた者の指名に基づき当社の株主総会において選任された取締役

で構成される取締役会により廃止することが可能であるため、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の

構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社にお

いては取締役の任期は１年であり、期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買

収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を

要する買収防衛策）でもありません。

　

(５)研究開発活動 

　　　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は８億78百万円であります。なお、当第３

四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(１)主要な設備の状況

　　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(２)設備の新設、除却等の計画

　①重要な設備計画の完了

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設等につい

て、完了したものは次のとおりであります。

会社名事業所名 所在地 セグメントの名称 設備の内容 完了年月 完成後の増加能力

提出会社 東京都品川区 全社 基幹業務システム 平成23年７月 業務の効率化

　

　②重要な設備の新設等、除却等

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。　

　

EDINET提出書類

アライドテレシスホールディングス株式会社(E01867)

四半期報告書

10/36



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】
種類 発行可能株式総数(株)
普通株式 600,000,000
計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　容

普通株式 115,671,690115,671,690
東京証券取引所
(市場第二部)

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であり、単元株式数は100
株であります。

計 115,671,690115,671,690― ―

　（注）１．提出日現在の発行数には、平成23年11月１日から当四半期報告書提出日までの新株予約権（旧商法第280条ノ
19の規定に基づく新株引受権を含む）の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。

　　　　２．平成23年６月30日開催の取締役会決議に基づき、平成23年７月15日に自己株式42,612,231株の消却を実行いたし
ました。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権

　

株主総会の特別決議（平成14年３月27日）及び取締役会決議（平成14年４月15日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類           　　　　　　　　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数         　　　　　　　　   3,000株

新株予約権の行使時の払込金額            　　　　　　　　  421円

新株予約権の行使期間
   　　　　　 自　平成16年３月30日

    　　　　　至　平成24年３月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

   　　　　　 発行価格　　　 421円

    　　　　　資本組入額　 　211円

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与に関する契約書」に定めるところによる。
２．新株引受権を第三者に譲渡することも、担保に供することもできない。

　　　３．株式分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算出により価額を調整し、調整により生ずる１円未
満の端数は切り上げる。　　 
 　

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり支払金

　調整後発行価格 ＝ 調整前発行価格 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
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②　新株予約権

第１回新株予約権

株主総会の特別決議（平成14年６月７日）及び取締役会決議（平成14年７月24日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　 　1,483個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 　　　　  　　　　　　　　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　   　　　　 　　　　　　　　148,300株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額　　　　   　　　　　 　　　　　　　　　409円（注）２

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成16年６月７日

   　　　　　 至　平成24年６月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　 　409円

    　　　　　資本組入額　　 205円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

第２回新株予約権

株主総会の特別決議（平成14年６月７日）及び取締役会決議（平成15年４月28日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　　　 413個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類        　                 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　   　　　　　　　　　　　　　41,300株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額　　　　             　                 275円（注）２

新株予約権の行使期間
              自　平成16年６月７日

              至　平成24年６月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

              発行価格　　　 275円

              資本組入額　　 138円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
　
第３回新株予約権

株主総会の特別決議（平成15年３月26日）及び取締役会決議（平成15年８月25日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　　　 309個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類                           普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　                           30,900株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額　　　　                               235円（注）２

新株予約権の行使期間
              自　平成17年３月26日

              至　平成25年３月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

              発行価格　　 　235円

              資本組入額　　 118円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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第４回新株予約権

株主総会の特別決議（平成16年３月24日）及び取締役会決議（平成16年11月５日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　　　 390個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類           　　　　　　　　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　            　　　　　　　　390,000株（注）４

新株予約権の行使時の払込金額　　　　               　　　　　　　　 239円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成17年３月24日

    　　　　　至　平成26年３月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　　 239円

    　　　　　資本組入額　　 120円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

第５回新株予約権

株主総会の特別決議（平成16年３月24日）及び取締役会決議（平成16年12月14日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　　　 303個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類          　　　　　　　　 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　          　　　　　　　　303,000株（注）４

新株予約権の行使時の払込金額　　　　               　　　　　　　　 170円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成17年３月24日

    　　　　　至　平成26年３月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　 　170円

    　　　　　資本組入額　　　85円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

第６回新株予約権

株主総会の特別決議（平成16年３月24日）及び取締役会決議（平成17年２月23日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　　　 354個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類           　　　　　　　　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　           　　　　　　　　 354,000株（注）４

新株予約権の行使時の払込金額　　　　              　　　　　　　　 288円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成17年３月24日

    　　　　　至　平成26年３月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　 　288円

   　　　　　 資本組入額　　 144円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

EDINET提出書類

アライドテレシスホールディングス株式会社(E01867)

四半期報告書

13/36



第７回新株予約権

株主総会の特別決議（平成16年３月24日）及び取締役会決議（平成17年３月18日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 　　　　　　 　　　　　　　　324個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類           　　　　　　　　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　           　　　　　　　　324,000株（注）４

新株予約権の行使時の払込金額　　　                 　　　　　　　　 336円（注）５

新株予約権の行使期間
   　　　　　 自　平成17年３月24日

   　　　　　 至　平成26年３月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　　 336円

    　　　　　資本組入額　　 168円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

第８回新株予約権

株主総会の特別決議（平成17年３月23日）及び取締役会決議（平成17年３月31日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数           　　　　　　　　 5,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類          　　　　　　　　 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　           　　　　　　　　 500,000株（注）６

新株予約権の行使時の払込金額　　　　             　　　　　　　　 406円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成18年３月23日

    　　　　　至　平成27年３月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　 　406円

    　　　　　資本組入額　　 203円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

第11回新株予約権

株主総会の特別決議（平成17年３月23日）及び取締役会決議（平成18年２月27日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数            　　　　　　　　8,650個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類         　　　　　　　　  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　            　　　　　　　　865,000株（注）６

新株予約権の行使時の払込金額　　　　             　　　　　　　　   573円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成20年２月27日

    　　　　　至　平成27年３月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　　 573円

    　　　　　資本組入額　　 287円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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第13回新株予約権

株主総会の特別決議（平成18年３月30日）及び取締役会決議（平成18年６月８日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数           　　　　　　　　 1,800個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類          　　　　　　　　 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　    　          　　　　　　　　180,000株（注）６

新株予約権の行使時の払込金額　　　                　　　　　　　　 290円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成20年６月８日

    　　　　　至　平成28年３月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

   　　　　　 発行価格　　　 290円

   　　　　　 資本組入額　　 145円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

第17回新株予約権

株主総会の特別決議（平成20年３月25日）及び取締役会決議（平成20年５月15日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数            　　　　　　　　1,500個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類          　　　　　　　　 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　    　         　　　　　　　　 150,000株（注）６

新株予約権の行使時の払込金額　　　                　　　　　　　　   78円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成20年５月23日

   　　　　　 至　平成24年５月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　　  78円

    　　　　　資本組入額　　  39円（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８

第18回新株予約権

株主総会の特別決議（平成20年３月25日）及び取締役会決議（平成21年１月13日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数           　　　　　　　　14,125個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類         　　　　　　　　  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　    　        　　　　　　　　1,412,500株（注）６

新株予約権の行使時の払込金額　　　              　　　　　　　　     36円（注）５

新株予約権の行使期間
   　　　　　 自　平成23年１月23日

    　　　　　至　平成30年３月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

   　　　　　 発行価格　　　  36円

   　　　　　 資本組入額　　  18円（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８
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第19回新株予約権
株主総会の特別決議（平成20年３月25日）及び取締役会決議（平成21年１月13日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数          　　　　　　　　 49,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類         　　　　　　　　  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　    　       　　　　　　　　 4,900,000株（注）６

新株予約権の行使時の払込金額　　　                  　　　　　　　　 36円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成22年１月23日

   　　　　　 至　平成25年１月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　　  36円

   　　　　　 資本組入額　　  18円（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８

第20回新株予約権
株主総会の特別決議（平成21年３月30日）及び取締役会決議（平成22年３月２日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数          　　　　　　　　 44,790個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類         　　　　　　　　  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　    　       　　　　　　　　 4,479,000株（注）６

新株予約権の行使時の払込金額　　　                  　　　　　　　　 81円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成24年３月11日

   　　　　　 至　平成31年３月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　　  81円

   　　　　　 資本組入額　　  41円（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８

第21回新株予約権
株主総会の特別決議（平成21年３月30日）及び取締役会決議（平成22年３月２日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数          　　　　　　　　 35,050個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類         　　　　　　　　  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　    　       　　　　　　　　 3,505,000株（注）６

新株予約権の行使時の払込金額　　　                  　　　　　　　　 81円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成23年３月11日

   　　　　　 至　平成27年３月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　　  81円

   　　　　　 資本組入額　　  41円（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８
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第22回新株予約権
株主総会の特別決議（平成22年３月30日）及び取締役会決議（平成23年３月14日）

 
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数          　　　　　　　　 50,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類         　　　　　　　　  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　    　       　　　　　　　　 5,000,000株（注）６

新株予約権の行使時の払込金額　　　                  　　　　　　　　 86円（注）５

新株予約権の行使期間
    　　　　　自　平成24年３月23日

   　　　　　 至　平成28年３月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

    　　　　　発行価格　　　  86円

   　　　　　 資本組入額　　  43円（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８
　
（注）１．新株予約権１個につき当社普通株式100株とする。

　なお、当社が株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる
調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式についてのみ行われ、調
整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 併合の比率

２．株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるも
のとする。 

　調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

併合の比率
時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整
の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。
 

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

　調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
３．①新株予約権者が当社又は関係会社を退職し、当社又は関係会社の従業員、取締役及び監査役ならびに社外協

力者の地位でなくなった場合、新株予約権を行使することができない。ただし、従業員が会社都合により退職
した場合もしくは定年により退職した場合、取締役及び監査役が任期満了により退任した場合等、取締役会
が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。
②新株予約権の最低単位は１個とし、分割行使はできない。

　　③新株予約権の行使に関するその他の条件等は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定
めるところによる。

４．新株予約権１個につき当社普通株式1,000株とする。
　なお、当社が株式分割及び株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。
ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式について
のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

５．株式分割又は併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り
上げるものとする。

　調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・併合の比率
時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整
の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。
 

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

　調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
６．新株予約権１個につき当社普通株式100株とする。
　なお、当社が株式分割及び株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。
ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式について
のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資
本金等増加限度額の２分の１の金額とする。 

８．組織再編行為に伴い、組織再編行為に関する契約、計算書等に再編対象会社の新株予約権を交付する旨を定め
た場合のみ、組織再編行為の効力発生時点において残存する新株予約権の新株予約権者に対し、会社法第236条
第１項８号イからホまでに掲げる株式会社の新株予約権を交付する。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　
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（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 平成23年７月15日 △42,612,231115,671,690 － 9,843,580 － 35,905

　（注）発行済株式総数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他）　 - - -

完全議決権株式（自己株式） - - -

完全議決権株式（その他） 普通株式   115,660,100 1,156,601
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式  　　  11,590 - -

発行済株式総数 115,671,690 - -

総株主の議決権 - 1,156,601 -

　（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,400株（議決権44個）含まれてお

ります。

　　　　２．平成23年６月30日開催の取締役会において、自己株式の消却を決議し、平成23年７月15日に単元未満株式31株を

含む自己株式42,612,231株全てを消却しております。　

　　　　

②【自己株式等】 

　　　　該当事項はありません。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

平成23年
２月

平成23年
３月

平成23年
４月

平成23年
５月

平成23年
６月

平成23年
７月

平成23年
８月

平成23年
９月

最高（円） 109 151 134 117 114 93 112 93 84

最低（円） 100 101 56 102 90 82 89 71 61

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平

成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,125,185 6,290,272

受取手形及び売掛金 4,850,057 8,311,783

商品及び製品 4,113,289 3,555,065

仕掛品 316,542 191,790

原材料及び貯蔵品 748,422 801,374

前払費用 862,811 531,064

その他 995,699 1,020,148

貸倒引当金 △248,249 △246,360

流動資産合計 18,763,758 20,455,139

固定資産

有形固定資産 ※
 2,159,695

※
 2,269,857

無形固定資産

その他 1,048,589 667,877

無形固定資産合計 1,048,589 667,877

投資その他の資産

その他 1,323,804 1,451,641

貸倒引当金 △22,001 △22,001

投資その他の資産合計 1,301,802 1,429,639

固定資産合計 4,510,087 4,367,374

資産合計 23,273,845 24,822,514

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,385,305 2,202,947

短期借入金 514,974 1,708,475

1年内返済予定の長期借入金 1,044,663 558,396

1年内償還予定の社債 164,000 168,000

未払費用 1,149,434 1,190,910

未払金 508,087 715,322

未払法人税等 123,660 386,793

賞与引当金 782,643 256,938

前受収益 2,275,088 2,020,470

その他 412,745 540,544

流動負債合計 9,360,604 9,748,797

固定負債

社債 － 80,000

長期借入金 1,859,243 888,240

退職給付引当金 695,938 684,412

その他 1,249,976 817,518
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

固定負債合計 3,805,157 2,470,170

負債合計 13,165,762 12,218,968

純資産の部

株主資本

資本金 9,843,580 9,835,708

資本剰余金 35,905 3,738,759

利益剰余金 △1,827,960 354,400

自己株式 － △2,983,470

株主資本合計 8,051,525 10,945,397

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 174 △434

繰延ヘッジ損益 △21,223 －

為替換算調整勘定 1,607,383 1,371,801

評価・換算差額等合計 1,586,334 1,371,367

新株予約権 470,223 286,780

純資産合計 10,108,083 12,603,545

負債純資産合計 23,273,845 24,822,514
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 25,365,262 23,608,362

売上原価 10,965,263 9,600,165

売上総利益 14,399,998 14,008,197

販売費及び一般管理費 ※
 14,075,267

※
 14,727,110

営業利益又は営業損失（△） 324,731 △718,913

営業外収益

受取利息 9,494 13,129

受取配当金 1,452 75

持分法による投資利益 7,372 1,326

その他 21,284 13,619

営業外収益合計 39,603 28,150

営業外費用

支払利息 58,420 81,226

為替差損 894,299 593,641

その他 24,414 19,558

営業外費用合計 977,133 694,426

経常損失（△） △612,799 △1,385,188

特別利益

固定資産売却益 24 94

貸倒引当金戻入額 70,637 －

新株予約権戻入益 5,531 838

特別利益合計 76,193 933

特別損失

固定資産売却損 128 102

固定資産除却損 3,689 2,531

事業再編損 69,120 －

訴訟関連損失 2,643 －

子会社清算損 － 18,893

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,162

特別損失合計 75,582 40,691

税金等調整前四半期純損失（△） △612,188 △1,424,946

法人税、住民税及び事業税 165,580 254,525

法人税等調整額 △32,220 △5,321

法人税等合計 133,360 249,204

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,674,150

四半期純損失（△） △745,548 △1,674,150
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 7,575,217 8,243,160

売上原価 3,366,576 3,520,519

売上総利益 4,208,641 4,722,641

販売費及び一般管理費 ※
 4,648,166

※
 5,037,801

営業損失（△） △439,525 △315,160

営業外収益

受取利息 2,206 5,126

受取配当金 1,382 －

持分法による投資利益 2,468 1,747

その他 4,140 3,479

営業外収益合計 10,198 10,354

営業外費用

支払利息 25,034 32,336

為替差損 380,655 587,366

その他 8,174 8,555

営業外費用合計 413,865 628,257

経常損失（△） △843,192 △933,064

特別利益

固定資産売却益 3 14

特別利益合計 3 14

特別損失

固定資産除却損 221 1,124

事業再編損 14,732 －

子会社清算損 － 18,893

特別損失合計 14,954 20,018

税金等調整前四半期純損失（△） △858,144 △953,068

法人税、住民税及び事業税 △76,591 111,769

法人税等調整額 － △9,333

法人税等合計 △76,591 102,436

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,055,505

四半期純損失（△） △781,552 △1,055,505
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △612,188 △1,424,946

減価償却費 390,923 492,867

貸倒引当金の増減額（△は減少） △54,150 16,640

賞与引当金の増減額（△は減少） 433,638 533,095

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26,139 15,453

受取利息及び受取配当金 △10,947 △13,204

支払利息 58,420 81,226

為替差損益（△は益） 844,406 547,960

持分法による投資損益（△は益） △7,372 △1,326

固定資産売却損益（△は益） 104 8

固定資産除却損 3,689 2,531

訴訟関連損失 2,643 －

事業再編損失 69,120 －

子会社清算損益（△は益） － 18,893

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,162

未払費用の増減額（△は減少） 278,291 15,086

売上債権の増減額（△は増加） 1,966,944 3,258,605

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,263,786 △833,314

仕入債務の増減額（△は減少） 205,757 337,765

前受収益の増減額（△は減少） 449,547 270,601

その他 △5,323 △164,352

小計 2,775,858 3,172,753

利息及び配当金の受取額 10,943 13,188

利息の支払額 △58,479 △81,504

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 53,827 △670,356

事業再編による支出 △67,894 △303

訴訟関連損失の支払額 △2,643 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,711,610 2,433,778

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △372,732 △320,612

有形固定資産の売却による収入 131 257

無形固定資産の取得による支出 △84,732 △217,391

投資有価証券の取得による支出 △451 △449

定期預金の増減額（△は増加） △100,000 100,000

貸付金の回収による収入 780 55,125

敷金及び保証金の回収による収入 9,455 22,910

敷金及び保証金の差入による支出 △16,296 △11,543

その他 837 △83

投資活動によるキャッシュ・フロー △563,008 △371,787
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,315,355 △1,180,255

長期借入れによる収入 1,690,000 2,100,000

長期借入金の返済による支出 △295,698 △642,730

社債の償還による支出 △84,000 △84,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 39,600 11,070

自己株式の取得による支出 △2,314,958 △984,737

配当金の支払額 △284,191 △237,998

その他 △6,987 △24,411

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,571,590 △1,043,062

現金及び現金同等物に係る換算差額 △232,890 △84,015

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △655,878 934,912

現金及び現金同等物の期首残高 7,146,804 6,190,272

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,490,926

※
 7,125,185
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（１）連結の範囲の変更

　　　第２四半期連結会計期間より、Allied Telesis International Support & Education

Center s.r.l. 及びAllied Telesis (Dongguan) Electronic Co. Ltd.を新たに設

立したため、連結の範囲に含めております。また、連結子会社であったAllied

Telesis Austria GmbH は、Allied Telesis EMENA GmbH に吸収合併されたため、連

結の範囲から除外しております。

当第３四半期連結会計期間より、Allied Telesis (Thailand) Co., Ltd.、ALLIED

TELESIS SOLUÇÕES DE REDE LTDA.及びAllied Telesis India Private Limited

を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。また、連結子会社であった

Corega Taiwan Inc.は清算が結了したため、連結の範囲から除外しております。

（２）変更後の連結子会社の数　　　　　39社　

２．会計処理基準に関する事

項の変更
（１）資産除去債務に関する会計基準の適用

      第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

      この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整

前四半期純損失に与える影響は軽微であります。　　

（２）たな卸資産の評価方法の変更

たな卸資産の評価方法については、従来、主として総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっておりま

したが、当第３四半期連結会計期間より、主として移動平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しており

ます。

　これは基幹業務システムの変更を機に適時的に払出原価の算出を行うことによ

り、より迅速かつ適正に期間損益を算定することを目的としております。なお、この

変更に伴う当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

　（四半期連結損益計算書）

     「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

　（四半期連結損益計算書）

     「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。 

２．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　法人税等については、加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法により算

出しております。なお、連結財務諸表における重要性が乏しい連結子会社については、経

営環境に著しい変化が発生しておらず、四半期財務諸表における税金費用の計算にあた

り、税引前四半期純利益に前年度の損益計算書における税効果会計適用後の法人税等の

負担率を乗じて計算する方法によっております。 

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に大幅な変化がないと認められる場

合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法によっております。　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は6,230,329千円であり

ます。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含ま

れております。  　

※　有形固定資産の減価償却累計額は6,149,620千円であり

ます。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含ま

れております。   

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

給与手当 4,410,231千円

研究開発費 2,808,093千円

賞与引当金繰入額 635,337千円

退職給付費用 74,712千円

給与手当 4,639,902千円

研究開発費 2,663,378千円

賞与引当金繰入額 782,643千円

退職給付費用 53,515千円

貸倒引当金繰入額 42,327千円

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

給与手当 1,455,937千円

研究開発費 920,443千円

賞与引当金繰入額 391,197千円

退職給付費用 22,554千円

貸倒引当金繰入額 3,209千円

給与手当 1,520,394千円

研究開発費 878,149千円

賞与引当金繰入額 377,175千円

退職給付費用 16,802千円

貸倒引当金繰入額 6,035千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　（平成22年９月30日現在)

 （千円）

現金及び預金勘定 6,690,926

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △200,000

現金及び現金同等物 6,490,926
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　（平成23年９月30日現在)

 （千円）

現金及び預金勘定 7,125,185

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 7,125,185
 

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　
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平成23年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　115,671,690株  

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　－株  

３．新株予約権等に関する事項

(１)平成14年３月新株引受権

　　　新株引受権の目的となる株式の種類　　　　　普通株式

　　　新株引受権の目的となる株式の数　　　　　 　3,000株

(２)ストックオプションとしての新株予約権

　　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高 470,223千円（親会社424,886千円、連結子会社45,337千円）

　　　(注)第20回及び第22回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。　　  

４．配当に関する事項

　　配当金支払額　

決議 株式の種類　配当金の総額　
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日　 配当の原資　

平成23年２月10日

取締役会　
普通株式 250百万円 ２円　 平成22年12月31日平成23年３月30日利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動

　　当社は、平成23年６月30日開催の取締役会において、自己株式を消却することを決議し、次のとおり自己株式

を消却いたしました。これにより、資本剰余金が3,710,725千円、利益剰余金が257,482千円及び自己株式が

3,968,208千円それぞれ減少しております。

 　(1)　消却した株式の種類　　　普通株式　

　(2)　消却した株式の総数　　　42,612,231株（消却前の発行済株式総数に対する割合 26.92％）

　(3)　消却実施日　　　　　　　平成23年７月15日
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

　　当社グループは、情報通信・ネットワーク関連事業のみを行っているため、事業の種類別セグメント情報の記載

は省略しております 。

 　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

 日本(千円) 欧米(千円)
アジア・

オセアニア(千円)
計(千円)

消去又は全社

(千円)
連結(千円)

売上高 　 　 　 　  　

(1) 外部顧客に対する

売上高
3,959,7763,148,020467,4207,575,217 － 7,575,217

(2) セグメント間の

内部売上高又は振替高
189,105 33,368 2,425,2442,647,718(2,647,718) －

計 4,148,8823,181,3882,892,66510,222,936(2,647,718) 7,575,217

　営業利益又は損失(△) △700,550 193,291 105,084△402,174 (37,350) △439,525

　（注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(１)欧米　　　　　　　　：　アメリカ、カナダ、イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、イタリア

(２)アジア・オセアニア　：　シンガポール、中国、オーストラリア、ニュージーランド

　

　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

 日本(千円) 欧米(千円)
アジア・

オセアニア(千円)
計(千円)

消去又は全社

(千円)
連結(千円)

売上高 　 　 　 　  　

(1) 外部顧客に対する

売上高
14,207,2679,751,9611,406,03325,365,262 － 25,365,262

(2) セグメント間の

内部売上高又は振替高
585,350 145,9166,830,0427,561,310(7,561,310) －

計 14,792,6179,897,8778,236,07632,926,572(7,561,310) 25,365,262

　営業利益又は損失(△) △201,924 180,738 345,169 323,984 747 324,731

　（注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(１)欧米　　　　　　　　：　アメリカ、カナダ、イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、イタリア

(２)アジア・オセアニア　：　シンガポール、中国、オーストラリア、ニュージーランド　
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【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

 北米 欧州
アジア・

オセアニア
計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,376,9861,692,097 467,420 3,536,505

Ⅱ　連結売上高(千円) － － － 7,575,217

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合(％)
18.2 22.3 6.2 46.7

　（注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(１)北米　　　　　　　　：　アメリカ、カナダ

(２)欧州　　　　　　　　：　イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、イタリア

(３)アジア・オセアニア　：　シンガポール、中国、オーストラリア、ニュージーランド

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

 北米 欧州
アジア・

オセアニア
計

Ⅰ　海外売上高(千円) 4,151,8455,350,3401,403,95110,906,137

Ⅱ　連結売上高(千円) － － － 25,365,262

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合(％)
16.4 21.1 5.5 43.0

　（注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(１)北米　　　　　　　　：　アメリカ、カナダ

(２)欧州　　　　　　　　：　イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、イタリア

(３)アジア・オセアニア　：　シンガポール、中国、オーストラリア、ニュージーランド

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最

高経営意思決定機関である取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。

　当社グループは、情報通信・ネットワーク事業における製品を生産・販売しており、各地域において包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。　

　したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした所在地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「米州」、「EMEA（ヨーロッパ、中東及びアフリカ）」及び「アジア・オセアニア」の４つの所在地域を報

告セグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日 至　平成23年９月30日）　　　　　　　　(単位：千円）

 
 

　
報告セグメント

　 　
 調整額(注)２

　

　
　

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３
　

日本 米州 EMEA(注)１
アジア・
オセアニア

計

売上高                          

(1) 外部顧客への売上高 11,070,0366,429,1224,441,2971,667,90623,608,362 － 23,608,362

(2) セグメント間の

内部売上高又は振替高
701,551265,846 45,8096,964,9687,978,176(7,978,176)－ 

計 11,771,5876,694,9694,487,1078,632,87431,586,539(7,978,176)23,608,362

セグメント利益又は損失(△) △1,861,598644,926116,456267,900△832,314113,401△718,913

（注）１．ヨーロッパ、中東及びアフリカ。

　　　　　２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去68,394千円及びセグメント間取引に係るたな卸資産の調

整額等45,006千円が含まれております。　

　　　　　３．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。　

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日 至　平成23年９月30日）　　　　　　　　(単位：千円）

 
 

　
報告セグメント

　 　
 調整額(注)２

　

　
　

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３
　

日本 米州 EMEA(注)１
アジア・
オセアニア

計

売上高                          

(1) 外部顧客への売上高 2,880,5293,270,4361,447,247644,9478,243,160 － 8,243,160

(2) セグメント間の

内部売上高又は振替高
316,295135,936 6,6612,718,5633,177,457(3,177,457)－ 

計 3,196,8243,406,3731,453,9093,363,51011,420,618(3,177,457)8,243,160

セグメント利益又は損失(△) △1,284,486690,157 63,362 168,631△362,334 47,173△315,160

（注）１．ヨーロッパ、中東及びアフリカ。

　　　　　２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去21,227千円及びセグメント間取引に係るたな卸資産の調

整額等25,945千円が含まれております。　

３．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

  該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）

  該当事項はありません。　
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（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。

　

（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（デリバティブ取引関係）

　当社グループはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費　　　     　 71,295千円

 

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

           　 該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

(注) 第１四半期連結会計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）

を適用しているため、第１四半期連結会計期間の期首における残高を前連結会計年度の末日における残高としてお

ります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 83.32円 １株当たり純資産額 98.25円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 5.59円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 14.21円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失金額      　　  (千円) 745,548 1,674,150

普通株主に帰属しない金額    (千円) － －

普通株式に係る四半期純損失  (千円) 745,548 1,674,150

期中平均株式数　              (株) 133,327,263 117,828,646

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり四半期純利益の算定に含
めなかった潜在株式で、前連結会計年度
末から重要な変動があったものの概要

 ―  ―

　
前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 6.16円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 9.13円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失金額      　　  (千円) 781,552 1,055,505

普通株主に帰属しない金額    (千円) － －

普通株式に係る四半期純損失  (千円) 781,552 1,055,505

期中平均株式数　              (株) 126,977,557 115,671,690

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり四半期純利益の算定に含
めなかった潜在株式で、前連結会計年度
末から重要な変動があったものの概要

 ―  ―

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
　

（リース取引関係）

　当第３四半期連結会計期間 (自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計

年度末に比べて著しい変動がありません。
  

２【その他】

　　　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月９日

アライドテレシスホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　隆司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下条　修司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアライドテレシス

ホールディングス株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アライドテレシスホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月11日

アライドテレシスホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　隆司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下条　修司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアライドテレシス

ホールディングス株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アライドテレシスホールディングス株式会社及び連結子会社の平成23年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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